１　農林業センサスの概要
(1)　調査の目的
2020年農林業センサスは、令和２年を調査年とする農林業構造統計（統計法（平成19年法律第53号）第２条第４項に規定する基幹統計）を作成し、食料・農業・農村基本計画及び森林・林業基本計画に基づく諸施策並びに農林業に関する諸統計調査に必要な基礎資料を整備することを目的としています。
(2)　調査の沿革

　 　この調査は、旧統計法に基づく指定統計調査（指定統計第26号）（現　基幹統計調査）として、国際連合食糧農業機関（ＦＡＯ）が提唱した「1950年世界農林業センサス要綱」に沿って昭和25年に始まりました。その後「経済統計に関する国際条約」に基づき、10年ごとに世界農林業センサスとして実施するとともに、その中間年に我が国独自の立場で農林業センサスとして実施しています。

　 　今回の農林業センサスは、農業で15回目、林業で９回目に当たり、世界農林業センサスとしては、農業で８回目、林業で７回目になります。
(3)　2020年農林業センサスの調査体系

	調査種類
	調査対象
	調査組織
	調査方法
	調査期日

	農林業経営体調査
	農林業経営体
	農林水産省－愛知県－市区町村－指導員－調査員
	統計調査員が、調査対象に対し調査票を配布・回収する自計調査を実施。
その際、調査対象から面接調査（他計報告調査）の申出があった場合には、統計調査員による調査対象に対する面接調査（他計報告調査）を実施。
なお、調査対象の協力が得られる場合は、オンラインにより調査票を可能とした。
	令和２年

２月１日現在

	農山村地域調査
	【市区町村調査】全ての市区町村
	農林水産省－調査対象（市区町村）
	
	

	
	【農業集落調査】全域が市街化区域に含まれる農業集落を除くすべての農業集落
	農林水産省－調査対象（集落精通者）
	
	

	
	
	農林水産省－統計調査員又は東海農政局等の職員―調査対象(集落精通者)
	
	


(4)　調査の根拠法規

統計法（平成19年法律第53号）統計法施行令（平成20年政令第334号）及び農林業センサス規則（昭和44年農林省令第39号）及び平成16年農林水産省告示第1071号（農林業センサス規則第５条第１項の農林水産大臣が定める農林業経営体等を定める件）に基づいて実施しています。

２　用語の説明
(1)　農林業経営体
	農林業経営体

農業経営体

林業経営体

個人経営体

団体経営体
	農林産物の生産を行うか又は委託を受けて農林業作業を行い、生産又は作業に係る面積・頭数が次の規定のいずれかに該当する事業を行う者をいいます。

ア　経営耕地面積が30ａ以上の規模の農業
イ　農作物の作付面積又は栽培面積、家畜の飼養頭羽数又は出荷羽数、その他の事業の規模が次の農林業経営体の外形基準以上の規模の農業

1 露地野菜作付面積　　          15ａ
2 施設野菜栽培面積　　        350㎡
3 果樹栽培面積　　              10ａ
4 露地花き栽培面積　　          10ａ
5 施設花き栽培面積　 　       250㎡
6 搾乳牛飼養頭数　　            １頭
7 肥育牛飼養頭数　　            １頭
8 豚飼養頭数　　　             15頭
9 採卵鶏飼養羽数　　          150羽

10 ブロイラー年間出荷羽数　　1,000羽
11 その他　　　　　　　　　　調査期日前１年間における農業生産物の　総販売額50万円に相当する事業の規模

ウ　権原に基づいて育林又は伐採（立木竹のみを譲り受けてする伐採を除く。）を行うことができる山林（以下「保有山林」という。）の面積が３ha以上の規模の林業（調査実施年を計画期間に含む「森林経営計画」若しくは「森林施業計画」を策定している者又は調査期日前５年間に継続して林業を行い、育林又は伐採を実施した者に限る。）

エ　農作業の受託の事業

オ　委託を受けて行う育林若しくは素材生産又は立木を購入して行う素材生産の事業（ただし、素材生産については、調査期日前１年間に200㎥以上の素材を生産した者に限る。）
「農林業経営体」の規定のうち、ア、イ又はエのいずれかに該当する事業を行う者をいいます。

「農林業経営体」の規定うち、ウ又はオのいずれかに該当する事業を行う者をいいます。
個人（世帯）で事業を行う経営体をいう。なお、法人化して事業を行う経営体は含まない。
個人経営体以外の経営体をいう。


(2)　組織形態別
	農事組合法人

各種団体
その他の法人
地方公共団体・
財産区

	農業協同組合法（昭和22年法律第132号）に基づき農業生産について協業を図ることにより、共同の利益を増進することを目的として設立された法人をいいます。
農業協同組合法（昭和22年法律第132号）に基づく農協、森林組合法（昭和53年法律第36号）に基づく森林組合及び農業保険法（昭和22年法律第185号）に基づく農業共済組合、農業関係団体、森林組合以外の組合等の団体が該当します。
農事組合法人、会社及び各種団体以外の法人で、公益法人、宗教法人、医療法人、NPO法人などが該当します。

地方公共団体とは、都道府県、市区町村が該当します。

財産区は、地方自治法（昭和22年法律第67号）に基づき、市区町村の一部を財産として所有するために設けられた特別区をいいます。


(3)　労働力等
	経営主
世帯員

雇用者

常雇い

臨時雇い
	農業（林業）経営の管理運営の中心となっている者をいい、生産品目や規模、請け負う農作業（林業作業）の決定、具体的な作業時期や作業体制、労働や資本の投入、資金調達といった経営全般を主宰する者をいいます。
原則として住居と生計を共にしている者をいう。調査日現在出稼ぎ等に出ていてその家にいなくても生計を共にしている者は含むが、通学や就職のため他出して生活している子弟は除く。また、住み込みの雇人も除く。
農業（林業）経営のために雇った「常雇い」及び「臨時雇い」（手間替え・ゆい（労働交換）、手伝い（金品の授受を伴わない無償の受け入れ労働）を含む。）の合計をいう。農業経営の場合は、農業又は農業生産関連事業のいずれか、又は両方のために雇った人をいう。
あらかじめ年間7か月以上の契約（口頭の契約でもよい。）で主に農業（林業）経営のために雇った人（期間を定めずに雇った人を含む。）をいいます。年間7か月以上の契約で雇っている外国人技能実習生を含める。農業経営の場合は、農業又は農業生産関連事業のいずれか、又は両方のために雇った人をいいます。
「常雇い」に該当しない日雇い、季節雇いなど農業（林業）経営のために一時的に雇った人のことをいい、手間替え・ゆい（労働交換）、手伝い（金品の授受を伴わない無償の受け入れ労働）を含みます。なお、農作業（林業作業）を委託した場合の労働は含まない。また、主に農業（林業）以外の事業のために雇った人が一時的に農業（林業）経営に従事した場合及び「常雇い」として7か月以上の契約で雇った人がそれ未満で辞めた場合を含みます。

農業経営の場合は、農業又は農業生産関連事業のいずれか、又は両方のために雇った人をいう。


(4)　土地

	経営耕地
田
畑
樹園地
	調査期日現在で農林業経営体が経営している耕地（けい畔を含む田、樹園地及び畑）をいい、自ら所有し耕作している耕地（自作地）と、他から借りて耕作している耕地（借入耕地）の合計。

土地台帳の地目や面積に関係なく、実際の地目別の面積。
耕地のうち、水をたたえるためのけい畔のある土地をいう。水をたたえるということは、人工かんがいによるものだけではなく、自然に耕地がかんがいされるようなものも含めた。したがって、天水田、湧水田なども田としています。
耕地のうち田と樹園地を除いた耕地をいう。なお、焼畑、切替畑（林野で抜根せず、火入れにより作物を栽培する畑及び畑と山林を輪番し、切り替えて利用する畑）など不安定な土地も畑としています。
木本性周年作物を規則的又は連続的に栽培している土地で果樹、茶、桑などが1a以上まとまっているもの（一定の畝幅及び株間を持ち、前後左右に連続して栽培されていることをいう。）で肥培管理している土地をいう。花木類などを5年以上栽培している土地もここに含めた。
なお、樹園地に間作している場合は、利用面積により普通畑と樹園地に分けて計上した。


　
(5)　個人経営体
	主業経営体
準主業経営体
副業的経営体
世帯員
農業従事者
基幹的農業従事者
農業専従者
	農業所得が主（世帯所得の50％以上が農業所得）で、調査期日前1年間に自営農業に60日以上従事している65歳未満の世帯員がいる個人経営体をいいます。
 農外所得が主（世帯所得の50％未満が農業所得）で、調査期日前1年間に自営農業に60日以上従事している65歳未満の世帯員がいる個人経営体をいいます。
調査期日前1年間に自営農業に60日以上従事している65歳未満の世帯員がいない個人経営体をいいます。

原則として住居と生計を共にしている者をいう。出稼ぎに出ている人は含むが、通学や就職のためよそに住んでいる子弟は除く。また、住み込みの雇人も除きます。
15歳以上の世帯員のうち、調査期日前1年間に自営農業に従事している者をいいます。
15歳以上の世帯員のうち、ふだん仕事として主に自営農業に従事している者をいいます。
調査期日前1年間に自営農業に150日以上従事した世帯員をいいます。


(6)　林業経営体
	所有山林
貸付山林
借入山林

	際に所有している山林をいいます。なお、登記は済んでいないものの、実際に相続している山林や購入した山林を含みます。また、共有林などのうち、割り替えされない割地（半永久的に利用できる区域）があれば、それも含めます。
所有山林のうち、山林として使用するため他者が地上権の設定をした山林、他者に貸し付けている土地又は分収（土地所有者と造林者が異なり、両者で収益を分配するもの）させている山林をいいます。
単独で山林として使用するため地上権を設定した他人の山林、他者から借りている山林又は分収している山林をいう。また、共有林などのうち、割り替えされる割地があれば、それも含めた。


(7)　総農家等
	農家
販売農家

自給的農家
家族経営体
組織経営体
	調査期日現在で、経営耕地面積が10ａ以上の農業を営む世帯又は経営耕地面積が10ａ未満であっても、調査期日前1年間における農産物販売金額が15万円以上あった世帯をいいます。なお、「農業を営む」とは、営利又は自家消費のために耕種、養畜、養蚕、又は自家生産の農産物を原料とする加工を行うことをいいます。
経営耕地面積が30a以上又は調査期日前1年間における農産物販売金額が50万円以上の農家をいう。
経営耕地面積が30a未満かつ調査期日前1年間における農産物販売金額が50万円未満の農家をいう。
1世帯（雇用者の有無は問わない。）で事業を行う経営体をいう。なお、法人化した経営体（いわゆる一戸一法人）を含む。
世帯で事業を行わない経営体（家族経営体でない経営体）をいう。


３　統計表上の注意
(1)　この結果は、主要調査項目について市が集計し、編集したもので、農林水産省が公表する数値とは若干異なることがあります。

(2)　年別のうち、昭和50年、昭和60年、平成７年については農業センサスの結果を、平成17年、平成27年については農林業センサスの結果を、昭和55年、平成２年、平成12年、平成22年、令和２年については世界農林業センサスの結果を使用しました。
(3)　統計表中の記号については、以下のとおりです。

　 「－」・・・事実のないもの
　 「…」・・・事実不詳又は調査を欠くもの
　 「０」・・・単位に満たないもの（例：０．４a→０a）
　 「△」・・・負数又は減少したもの
　 「Ｘ」・・・個人、法人又はその他の団体の個々の秘密を保護するため、統計数値を公表しないもの
(4)　秘匿について

　　  調査票情報を集計した結果（以下「集計結果」という）、３未満の調査対象者の集計結果を表示する場合に、各統計表の集計対象数計を除き、「Ｘ」表示とする秘匿措置を施しています。

　  なお、秘匿対象の集計結果に「－」（事実がないもの）が含まれている場合も「Ｘ」表示することにより秘匿しています。
(5)　数表について、数字の単位未満は四捨五入しています。したがって、合計数字の内訳が一致しないことがあります。
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